





















































































































































































































































































































































国家行政機関 中央政府 省級＊2政府 地区・州級＊3@　政府 県級零4政府
郷級政府・
ﾁ級＊5政府
指導職務 指導職務 指導職務 指導職務 指導職務
級　　別





5－7級 局長・司長 庁長・局長 市長・州長
巡視員 巡視員
6－8級 副局長・副司長 副庁長・副局長 副市長・副州長
助理巡視員 助理巡視員
7－10級 処長 処長 局長 県長・旗長
調研員 調研員 調研員
8－11級 副処長 副処長 副局長 副県長
助理調研員 助理調研員 助理調研員
9－12級 科長 科長 局長 郷長・鎮長
主任科員 主任科員 主任科員 主任科員
9－13級 副科長 副科長 副局長 副郷長
副主任科員 副主任科員 副主任科員 副主任科員
9－14級
科員 科員 科員 科員 科員
10－15級





























































































部長，省長 40 ＊315 ＊300270　　　240　　　215　　　190　　　165
副部長，副省長 40 ＊270 ＊240 215　　　190　　　165　　　150　　　140
局長，庁長 40 ＊190 165　　　150　　　140　　　130　　　120
?? ??
副局長，庁長 40 ＊150 140　　　130　　　120　　　110　　　100 1 規


































1 2 3 4　　5 6 7 8 級別 給与
1 470 90
主席，副主席，総理 480 555630 2 425 90
副総理，国務委員 400 460520 580 3 382 90
部長，省長 330380430480　530 4 340 90
副部長，副省長 270 315360405　450 5 298 90
司長，庁長，局長 215 255295335　375415 6 263 90 勤
7 228 90 続
副司長，副庁長，副局長 175210245280　315350 8 193 90 ??
処長，県長 144174204234　264294 9 164 90 1
副処長，副県長 118 143168193　218243 10 135 90 元
11 111 90
科長，主任科員 96 116136156　176196216 12 92 90
副科長，副主任科員 79 94 109124　139154 169 13 77 90
科員 63 7587 99　111123135 14714 65 90
辮事員 50 60 70 80　90100 110120 15 55 90
（注）第6類賃金地域基準による。
出所：傅礼白『国家公務員制度概論』山東大学出版社，2004年，p．181に加筆。
が上がるという仕組みである。基礎給は公務員の基本生活保障であり，1993年の職級賃金制の賃
金標準表では毎月90元であった。勤続給は公務員の勤続年数の部分であり，勤続年数に応じて勤
続給が上昇し続け，退職するまで支払われる（表5参照）。
　地域手当は各地域の経済発展の水準と生計費支出の要素等を踏まえて，公務員の賃金水準と同地
域の企業職員の賃金水準との格差を考慮して制定する。その他の手当は，住居手当，交通費手当，
副食品価額手当，光熱手当，休日残業手当，夜勤手当等々である。
　定期昇給は2つの形式で行われる。1つは年度考課に基づく形式であり，2年連続で年度末の人
事考課による公務員の称号に相応しい者，あるいは優秀であることが認められると，昇給する。も
う1つは，考課による定期昇級であり，級別給における等級の上昇により賃金も上昇する。
4．公務員の人事制度上の課題
（1）昇進制度の課題
　国家公務員の昇進は，職務昇進と級別昇級との2つのルートが制定されている。職務昇進は職
務上の上昇によって，地位，責任の度合い，権限，賃金等が増加する。また，昇進制度と賃金制度
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との関連においては，一定の職務以上の昇進を望めない者は級別昇級あるいは級別賃金基準によっ
て，賃金が上がる。賃金制度改革前における「昇進できないと賃金も上がらない」という問題点
を，昇進・昇級制度と賃金制度とを組み合わせることにより解決しているといえる。
　国家公務員の採用，昇進管理は，業績，能力のある人材に政府の業務に参加する機会を等しく与
え，多くの優秀な国家公務員を輩出するのに有効であるといえよう。例えば，1997年に北京市政
府は司・局級（局の長官）職位の一部を社会に公開的に招聰し，その中から能力のある人材を選抜
した。このことから，優秀な人材は採用され昇進することができるという効果が得られた。しか
し，同時にいくつかの矛盾も指摘しなければならない。
　国家公務員の採用では，公開・平等・競争の原則を確立し，職務要件を明確に規定している。採
用試験は，主任科員以下の非指導職務に就く者を対象に行われる。また，科長・局長以上の指導職
務の昇進は党と政府部門によって管理され，主任科員以下の非指導職務の昇進は任免機関の管理者
層による協議によって決定される。しかし，派閥や血縁等のいわゆる「人間関係」がこの協議に少
なからず影響を与え，結果として昇進における平等性と真の競争の実現を阻害しているといえよう。
　さらに，国家公務員暫行条例における共産党の国家公務員人事への関与，および党と政府関係の
不明確さは未だに解決されていない。国家公務員暫行条例の第2条では，「中国における国家公務
員制度は，経済建設を中心に4つの基本原則を堅持する」と規定されている。4つの基本原則とは，
①社会主義の道，②プロレタリア独裁，③共産党の指導，④マルクス・レーニン主義および毛沢東
思想を堅持することであるが，国家公務員は共産党の指導，すなわち「党管幹部」原則は革命戦争
時代からの幹部原則を貫いている。
　したがって，国家公務員は共産党の指導下に置かれる状態には変わりないといえる。すなわち，
国家機関の人事部門は党組織に認められて，人事の採用，配置，昇進等の管理を行っていると言わ
ざるを得ない。党が公務員を管理することは党組織の人事への関与，社会全体に向けて，公開・平
等・競争の原則に背くことになり，優秀な人材の確保および健全な人事制度システムを整備するこ
とが妨げている。さらに改革を進め，真の公開・平等・競争の原則を貫いて，公務員の採用，昇進
等の人事管理を行うことが期待される。
（2）賃金制度の課題
　1993年の職級賃金制度は，構i造賃金制度を土台にして，職務給，級別給，基礎給，勤続給から
構成されている。構造賃金制度では，同一職務におけるいくつかの賃金基準を制定していたのに対
して，職級賃金制は新たに級別給を制定し，それにおいて公務員が昇進をしなくても，級別が上昇
すれば，賃金が上がるという仕組みである。級別給における等級の上昇は，公務員は職務の担当期
間内において5年連続で人事考課による公務員の称号に相応しい者，あるいは3年連続優秀であ
るとされれば，本職務に対応する級別内での級別給が1階級上昇する。
　また，国家公務員暫行条例の第66条によると，公務員の賃金水準は国有企業のそれに相当する
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職員の平均賃金水準と均衡を保つと定められているが，中国では国有企業の規模により，賃金が異
なり，中小企業と大型企業とのばらつきが目立っている。公務員の賃金水準は国有企業職員の平均
賃金水準と均衡を保つとされるが，地域間の所得格差が大きくて，最下位の賃金水準との格差が大
きいことに変わりはない。また，同条例では，賃金制度には地域手当とその他の手当が制定されて
いるだけで，具体的に賃金全体の割合が定められていないこととして，地方の国家機関はそれぞれ
の名目で，公務員に手当を支払うことは少なくない。国家公務員と国有企業職員との賃金格差，各
地域の国家公務員間の賃金格差は一層広がっている。
　さらに，暫行条例の第67条によると，「国家公務員の給与は国民経済の発展と消費者指数の変動
を根拠として計画的に上昇することにより，国家公務員の実際の給与水準を高める」としている。
国家公務員の賃金制度が実施されて以降，数回の調整を通じて，国家公務員の賃金水準を上昇させ
ている。もちろん，賃金は公務員の勤労意欲を動機づける要因の1つではあるが，現在の中国で
は必ずしも国民全体の賃金水準が高いとは言えない状態の中で，公務員が国民に対して奉仕すると
いう意識を育てて行かなければならないであろう。如何にして公務員の賃金水準を制定するか，優
秀な人材の確保，公務員の働く意欲を引き出して，行政能率を向上させるかが課題といえる。
おわりに
　中国における国家公務員人事制度は，長年にわたり形成された「党管幹部」の原則に基づいて行
われているため，依然として党が公務員の人事管理に影響を与え，公務員人事制度の「公平・平等
・競争」の原則を実現することの妨げとなっている。「国家公務員暫行条例」の定着および人事制
度の実施により，一般国民の公務員採用が広く公募されているように思われている。しかし，他の
先進諸国の採用試験に比べて，採用される人員の少なさ，前述の通り昇進における派閥や血縁等の
人間関係による要因が多いため，公務員制度の公平性および真の平等が問題視されている。したが
って，公務員の人事制度を整備・健全化するために，党の公務員人事への関与は排除する，すなわ
ち，党と行政機関との党政分離が必要であろう。
　さらに人事管理の過程で公務員の能力・業績を公平・平等に考課し，これを昇進制度や賃金制度
に反映させることが公務員のモチベーションを高揚させ，ひいては行政効率の向上にも結びつくで
あろう。従って公務員に関するこれまでの慣習を改め，幅広い層からの採用を可能にすること，能
力や業績に基づいて優秀な人材を選抜・育成・活用する体制を固めること，そしてこれら体制によ
って公務員の働く意欲を引き出すことが中国の国家公務員人事制度における課題であるといえよう。
注
1）毛沢東『毛沢東著作選読』上冊，人民出版社，1986年，pp．279－281．
2）「徳才兼備，任人唯賢」徳才兼備は徳と才，つまり品性と能力を両方具備する。任人唯賢は能力ある者だけ
　を採用する。任人唯賢の対句の任人唯親は縁故者だけを採用する。
3）行政機関職員の職制の1つで，一般的かつ具体的な業務を遂行する能力を要する。
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4）工場の職場をさらに生産過程によって細分した職場のことを工段と称し，そこの職場を管理する者が工段長
　と呼ばれる。
5）各種企業，事業体，機関に勤務する技術者。1979年に「工程技術幹部技術職名（職称）暫定規定」が制定
　されて以来，各産業の工程にかかわる技師の職名制度は比較的整えられてきた。その職名は「高級工程師」
　「工程師」「助理工程師」「技術員」の4級からなり，職名の評定を受けていない技師は，「技術人員」とよ
　ばれる。
6）海洋や水産事業における職務序列は船長，輪機長，大副，二副，三副等から構成されている。
7）文学と芸術のことを意味している。
8）毛里和子「中国政治における「幹部」の問題」衛藤藩吉『現代中国政治の構造』日本国際問題研究所，
　1982年，pp．165－166．
9）李明伍『現代中国の支配と官僚制』有信堂高文社，2001年，p．79．
lo）革命勢力を結集した統一戦線組織として，中華人民共和国成立直前の1949年9月に設立された。政治協商
　会議の共同綱領は，全人代が成立する前はその権限を行使すると規定しており，1954年の第1期全人代第1
　回会議までは国家機関であったが，全人代の成立によりその役割を終えた。1954年の憲法は，「中国共産党
　を指導者とする民主的諸階級，民主的諸党派，人民諸団体の広範な人民民主主義統一戦線」（序文）と規定
　して，中国共産党の指導の地位を明確にした。その後，政治協商会議は中国共産党による一党独裁体制を
　補完するための統一戦線組織として活動することになる。
11）吸収は労働者や退役軍人から積極的な人々の幹部への配置を意味している。録用は社会の一定範囲内にお
　いて公募を通じて幹部を採用することである。
12）徐碩陶・張林揚『中国人事管理工作実用手冊』中国財政経済出版社，1992年，pp．70－71，
13）委員会は国務院に所属する機構として，各行政事項を分担する行政管理部門である。そのほか，首相を直
　接補佐する辮公室，事務局にあたる辮公庁，および統計局などの直属機関がある。
14）中国における事業単位の殆どは国家の出資により創設されており，国家行政機関の監督および管理下に置
　かれている。中国行政編制において，事業単位のコストおよび人員の賃金は国家財政予算の事業費から支
　出されている。
15）全志敏『社会主義国家幹部管理体制改革』光明日報出版社，1988年，p．20．
16）「竈」制度は，直接的には食事待遇制度のことで，たとえば高級幹部は特別な基準で作られた少人数分の食
　事を与えられるという「小竈」と受けていた。中級幹部は「中竈」，その他の者は「大竈」という，それぞ
　れ違う食事待遇のことである。
17）徐頬陶・張林揚，同上書12），p．121．
18）徐頸陶・侯建良『新編国家公務員制度教程』中国人事出版社，2002年，p。261．
日本語文献
・菅野雄「中国国家公務員制度についての若干考察」『行政社会論集』第7巻，1995年。
・熊達雲「中国の新国家公務員制度について」『季刊行政管理研究』NO．65，1994年。
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